
第13期定時株主総会招集ご通知に

際してのインターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表

住石ホールディングス株式会社

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきま
しては、法令及び当社定款第24条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（アドレス　http://www.sumiseki.co.jp/）に掲載す
ることにより株主の皆様に提供しております。

表紙



連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社名

連結子会社の数　　　　　　　　　５社

連結子会社名　　　　　　　　　　住石貿易株式会社

　住石マテリアルズ株式会社

　ダイヤマテリアル株式会社

　住石山陽採石株式会社

　泉山興業株式会社

(2) 主要な非連結子会社名　　　　　　該当なし

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び会社名

　　　　持分法を適用した非連結子会社　　該当なし

　　　　持分法を適用した関連会社の数　　１社

会社名　　　　　　　　　　　　　新居浜コールセンター株式会社

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社名等

　　　　持分法を適用しない非連結子会社　該当なし

持分法を適用しない関連会社　　　該当なし

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

  その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　連結決算日の市場価格に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ

　　時価法
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③　たな卸資産

総平均法による原価法

なお、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

採石事業部門及び一部の子会社

定額法

上記以外の資産　　　　　　定額法及び定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

③　リース資産

所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリー

ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を適用しております。

   (3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　債権の貸倒れによる損失の発生に備えるため､一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収の可能性を検討して回収不能見込額を

計上しております。

②　賞与引当金　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しております。

③　役員賞与引当金　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

　 (4) 退職給付に係る会計処理の方法

　　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付

　　に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して

　　おります。
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　 (5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　外貨建予定取引及び外貨建金銭債権債務につい

ては繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権

債務については振当処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　外貨建予定取引及び外貨建金銭債権債務の為替

変動リスクに対して為替予約取引をヘッジ手段

として用いております。

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　会社が業務遂行上さらされる市場リスクを適切

に管理することにより、リスクの減殺を図るこ

とを目的にリスクヘッジを行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　ヘッジ対象とヘッジ手段を直接結びつけてヘッ

ジ有効性を評価しております。

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項

 　①　消費税等の会計処理の方法　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっております。

 　②　連結納税制度の適用　　　　　連結納税制度を適用しております。

（追加情報）

連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法

律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移

行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグ

ループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39

号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延

税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
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（表示方法の変更に関する注記）

連結損益計算書

　従来、当社の連結子会社住石マテリアルズ株式会社の出資先である豪州ワンボ社から

の配当収入及び関連費用については、「営業外収益」及び「営業外費用」に計上してお

りましたが、当連結会計年度より「売上高」及び「販売費及び一般管理費」に計上する

方法に変更いたしました。

　当社は、ワンボ炭の日本国内顧客向け販売推進及びサポート等を目的として2020年５

月15日付で「海外事業部」を新設いたしました。この表示方法の変更は、ワンボ炭鉱か

らの配当収益を当社グループの主力事業である石炭事業の一環として位置づけること

に伴うものであります。

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年３月31日)を

当連結会計年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関

する注記を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）

１．項目名

投資有価証券に計上したWambo Coal Pty Ltd(ワンボ社)のＢクラス株式の評価

２．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度において、投資有価証券の評価損は計上しておりません。

３．会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社の子会社である住石マテリアルズ株式会社は、豪州の石炭鉱山の運営会社であ

るワンボ社のＢクラス株式25百万株を保有しており、投資有価証券に当連結会計年

度末現在、残余財産分配権のない外貨建の株式として2,108百万円計上しています。

ワンボ社のＢクラス株式の評価はワンボ社の財政状態、経営成績及び将来の配当可

能性等を考慮して決定される必要があります。

当該見積りは、ワンボ社の将来の業績が見積りと異なる場合には、翌連結会計年度

以降の連結計算書類において投資有価証券の金額に重要な影響を与える可能性があ

ります。
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（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む） 2,514百万円

  ２．保証債務及び手形遡及債務等

　  下記のとおり債務保証を行っております。

個人住宅ローン 借入金 106百万円

  ３．事業用土地の再評価差額金計上額

　　土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布　法律第34号）に基づき、事業用

の土地の再評価を行っております。

再評価を行った年月日　　　　　1998年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布　政令第119号）第２条第４

号によるところの地価税の計算のために公表された方法により算定した価額に合理

的な調整を行う方法といたしましたが、一部については、同条第２号によるところ

の国土利用計画法施行令の規定により判定された標準価格に合理的な調整を行う方

法、ないし、同条第５号によるところの鑑定評価による方法としております。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価

の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

△106百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

　　１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 58,892,853株

第二種優先株式 7,140,000

計 66,032,853

　　２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

・普通株式の配当に関する事項

①　決議　　　　　　　2020年５月15日取締役会

②　配当の総額　　　　　　　　　　 158百万円

③　配当の原資　　　　　　　　　　利益剰余金

④　１株当たりの配当金　　　　　　　　　３円

⑤　基準日　　　　　　　　　　2020年３月31日

⑥　効力発生日　　　　　　　　2020年６月５日

・第二種優先株式の配当に関する事項
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①　決議　　　　　　　2020年５月15日取締役会

②　配当の総額　　　　　　　　　　　14百万円

③　配当の原資　　　　　　　　　　利益剰余金

④　１株当たりの配当金　　　　　　　　　２円

⑤　基準日　　　　　　　　　　2020年３月31日

⑥　効力発生日　　　　　　　　2020年６月５日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

　 度となるもの

 2021年５月14日開催の取締役会において、次のとおり決議いたしました。

・普通株式の配当に関する事項

①　配当の総額　　　　　　　　　　 164百万円

②　配当の原資　　　　　　　　　　利益剰余金

③　１株当たりの配当金　　　　　　　　　３円

④　基準日　　　　　　　　　　2021年３月31日

⑤　効力発生日　　　　　　　　2021年６月14日

・第二種優先株式の配当に関する事項
①　配当の総額　　　　　　　　　　　14百万円

②　配当の原資　　　　　　　　　　利益剰余金

③　１株当たりの配当金　　　　　　　　　２円

④　基準日　　　　　　　　　　2021年３月31日

⑤　効力発生日　　　　　　　　2021年６月14日

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達に

ついては銀行借入による方針です。

デリバティブは、外貨建予定取引の為替変動リスクを回避するために利用し、投機

的な取引は行いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。

当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管

理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況や回収状況及び滞留債権状況を

定期的にレビューし、把握する体制をとっております｡
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投資有価証券のうち､時価のある株式は取引所における市場価格の変動リスクにさ

らされていますが、定期的に時価を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり

ます。

借入金は主に運転資金に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変

動リスクにさらされております。

デリバティブ取引の状況については、通常の取引過程における外貨建予定取引の為

替相場の変動によるリスクを軽減するため取引先の要請があった場合に為替予約を

付しており、執行・管理については取引権限を定めた社内規程に従って行っており

ます。なお、投機的な取引及び短期的な売買損益を得る取引は行っておりません。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクにさらされていますが、当社グループで

は、資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

該当事項はありません。

２．金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認

められるものは、次表には含まれておりません｡（（注2）参照）

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額(*)
時価(*) 差額

(1)現金及び預金 4,646 4,646 －

(2)受取手形及び売掛金 1,263 1,263 －

(3)投資有価証券 19 19 －

(4)支払手形及び買掛金 　(669) 　(669) －

(5)短期借入金 　(70) 　(70) －

(*) 負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1)　現金及び預金、並びに(2)　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。
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(3)　投資有価証券

投資有価証券について、時価のある株式は取引所の価格によっております。なお、

時価のある有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借

対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

種類 取得原価
連結貸借対照表

計上額
差額

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株式 　11 19 　8

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株式 　－ 　－ 　－

合計 　11 19 8

(4)　支払手形及び買掛金、並びに(5)　短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額2,218百万円）、関連会社株式（連結貸借対照

表計上額283百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積も

ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)

投資有価証券」には含めておりません。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

1年以内

現金及び預金 　4,646

受取手形及び売掛金 　1,263

合計 　5,910
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（賃貸等不動産に関する注記）

当社の連結子会社である住石マテリアルズ株式会社では、東京都その他の地域にお

いて、賃貸用の土地等を有しております。2021年３月期における当該賃貸等不動産に

関する賃貸等損益は24百万円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸等費用は営業外費

用に計上）であります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の
時価当連結会計年度

期首残高
当連結会計年度

増減額
当連結会計年度

期末残高

　4,758 　△19 　4,738 　3,804

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を

控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち､主な減少額は、土地の売却（△18百万円）、減価

償却費（△１百万円）であります。

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による

不動産鑑定評価書に基づく金額を基礎とし、その他の物件については第三者か

らの取得時や直近の評価時点の価格をふまえ、一定の評価額や適切に市場価格

を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該

評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 230円12銭

１株当たり当期純損失 △2円00銭

（重要な後発事象に関する注記）

連結子会社株式の譲渡について

　当社は、2021年５月14日開催の取締役会において、当社の連結子会社である住石山

陽採石株式会社(以下、「山陽採石」)の全株式を第三者に譲渡することを決議し、2021

年５月31日に株式を譲渡いたしました。
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 1.譲渡する理由

　山陽採石は、2016年４月に当社の100％出資子会社である住石マテリアルズ株式会社

から新設分割により設立されましたが、当社グループとしては1987年に山陽採石が営む

事業を取得して以来、30年以上に亘り兵庫県内で良質の骨材を供給する事業を営んで参

りました。山陽採石の持続的な成長と当社グループの今後の事業展開を総合的に勘案

し、地場優良企業と協議して参りました結果、山陽採石の全株式を譲渡することに至っ

たものであります。

 2.譲渡する相手会社の名称

　相手先の意向により、当社グループからの概略の開示は控えさせていただきますが、

当社グループと資本関係、人的関係、取引関係はなく、関連当事者に該当いたしませ

ん。

 3.譲渡日

　2021年５月31日

 4.当該子会社の名称、事業内容及び会社との取引内容

　名称　　　　　　　住石山陽採石株式会社

　事業内容　　　　　岩石の採取、骨材の製造及び販売

　会社との取引内容　当社は、当該会社よりグループ経営における経営指導料を徴収し

ておりました。本件株式譲渡に伴い、この取引は解消いたしました。

 5.譲渡する株式の数、譲渡価格、譲渡後の持分比率

　譲渡する株式の数　1,800株

　譲渡価格　　　　　相手先との守秘義務により非開示といたします。

　譲渡後の持分比率　０％

 6.その他重要な特約等

　該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券

子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却方法

 　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　定率法

　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

　　　　　　　　　　　　　　　　　附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得

　　　　　　　　　　　　　　　　　した建物附属設備及び構築物については、定額法　

　 ②無形固定資産（リース資産を除く）

　　 自社利用のソフトウエア　　   社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

　(3) 引当金の計上基準
 

 　①賞与引当金　　　　　　　　 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。

 　②役員賞与引当金　　　　　　 　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

　　　　　　　　　　　　　　　　　給見込額に基づき計上しております。

 　③退職給付引当金　　　　　　 　従業員の退職給付に備えるため、期末における退職

　　　　　　　　　　　　　　　　　給付債務に基づき計上しております。なお、退職給

　　　　　　　　　　　　　　　　　付債務の金額は、期末自己都合要支給額としており

　　　　　　　　　　　　　　　　　ます。

(4) その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項

 　①消費税等の会計処理の方法　　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

　ております。

 　②連結納税制度の適用　　　　　 連結納税制度を適用しております。

２．追加情報

連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）において創設

されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税

制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への

移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31

日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰

延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産に係る減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　７百万円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

区分表示されたもの以外で関係会社に対する金銭債権又は金銭債務が属する項目ご

との金額は次のとおりであります。

短期金銭債権 322百万円

短期金銭債務 18

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売 上 高 230百万円

受取利息 22

受取配当金 2,741

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 4,173,845株

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 　　55百万円

子会社株式評価損 27

株式報酬費用 28

子会社株式 92

その他 13

繰延税金資産小計 217

評価性引当額 △217

繰延税金資産合計 -

繰延税金負債

その他 △2

繰延税金負債合計 △2

繰延税金負債の純額 2
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７．関連当事者との取引に関する注記
（単位：百万円）

種類
会社等の
名 称

住 所
資本金
 又は
出資金

事業の内容
議 決 権
等 の 所
有 割 合

関 係 内 容
取 引 の 内 容

取 引
金 額

科 目
期 末
残 高役員の

兼任等
事業上の
関 係

子会社
住石貿
易 ㈱

東 京 都
港 区

100 石炭事業

所有
直接
100％

兼任
5人

経営指導
及び資金
支援

経営指導料の
受取　（※1）

203 － －

資金の貸付　
（※２）

1,225
関係会社

短期貸付

金
2,204

資金の回収　
（※２）

2,492
関係会社

長期貸付

金
721

貸付金利息の
受取
（※３）

22 － －

債権の回収 250
未収入金 275

長期未収入

金
155

子会社
住石マ
テリア
ルズ㈱

東 京 都
港 区

100 資産の管理等 所有
直接
100％

兼任
6人

経営指導

経営指導料の
受取　（※1）

12 － －

受取配当金 2,700 － －

子会社
ダイヤ
マテリ
アル㈱

北海道
赤平市

90 新素材事業
所有
直接
100％

兼任
1人 経営指導

経営指導料の
受取　（※1）

5 － －

子会社
住石山
陽採石
㈱

兵 庫 県
神 崎 郡
神 河 町

90 採石事業
所有
直接
100％

兼任
1人 経営指導

経営指導料の
受取　（※1）

5 － －

受取配当金 30 － －

子会社
泉山興
業 ㈱

青 森 県
上 北 郡
六 ヶ 所
村

90 採石事業
所有
直接
100％

兼任
1人 経営指導

経営指導料の
受取　（※1）

5 － －

受取配当金 10 － －

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等を含めております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
(※１)経営指導料は、業務内容を勘案して決定しております。
(※２)運転資金として貸付けたものであります。
(※３)取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 156円03銭

１株当たり当期純利益 47円02銭
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９．重要な後発事象に関する注記

子会社株式の譲渡について

　当社は、2021年５月14日開催の取締役会において、当社の連結子会社である住石山

陽採石株式会社(以下、「山陽採石」)の全株式を第三者に譲渡することを決議し、2021

年５月31日に株式を譲渡いたしました。

　詳細は、「連結注記表（重要な後発事象に関する注記）」をご覧ください。
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